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法人会は、税のオピニオンリーダーとして、
　企業の発展を支援し、地域の振興に寄与し、
　　　国と社会の繁栄に貢献する、経営者の団体である

法人会の理念

祝 令和元年

村上市花火大会 in 清流あらかわ
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署長着任のごあいさつ会長就任のあいさつ
村上税務署長　 佐藤　光男　

公益社団法人 村上法人会
会長　今井　栄一　

　この度の人事異動で、浦和税務署副署長から村上税
務署に参りました佐藤でございます。
　私は埼玉県の出身で、新潟県内の勤務は、関東信越
国税不服審判所新潟支所以来、３年ぶり２回目となり
ます。前任の佐藤署長とは同姓となりますが、今まで
と同様によろしくお願いいたします。
　公益社団法人村上法人会の皆様には、日頃から税務
行政の円滑な運営に対しまして、格別のご理解と多大
なるご支援を賜っており、厚く御礼申し上げます。
　貴会におかれましては、「税に関するオピニオンリー
ダー」として、多数の研修会や「自主点検チェックシー
ト」を活用した企業の内部統制及び会計経理の質的向
上を通じて、税務コンプライアンスの向上を図るなど、
税の啓発活動を組織的に展開されています。これらの
取組は、私ども国税当局の使命である「納税者の自発
的な納税義務の履行を適正かつ円滑に実現する」こと
に合致するものであり、積極的な取組に感謝申し上げ
ます。
　また、瀬波温泉・塩谷海岸などの清掃活動や養護老
人施設への慰問など、活力ある地域社会の維持・発展
のため、ご尽力いただいております。更に、小学校の
租税教室への講師派遣や「税に関する絵はがきコン
クール」の募集・表彰活動など、租税教育の充実にも
多大なる貢献をいただいております。
　これらは、今井会長をはじめとする役員の皆様の卓
越した牽引力と会員各位の熱意の賜物であると、心か
ら敬意を表する次第です。
　さて、いよいよ10月からは消費税率が10％へ引き上
げられるとともに、消費税の軽減税率制度が実施され
ます。貴会におかれましては、説明会の開催や各種広
報など様々なご協力をいただいているところですが、
会員の皆様へのより一層の制度周知をお願い申し上げ
ます。
　また、大法人の電子申告が義務化されるとともに、
e-Taxによる申告手続の簡素化を推進し、中小法人や
個人の方々にも、e-Taxの利用を進めていくこととし
ております。e-Taxにつきましては、環境整備により
利便性が向上しておりますので、更なる利用拡大につ
きまして、ご理解とご協力をお願いいたします。
　結びに、公益社団法人村上法人会のますますのご発
展と会員の皆様のご健勝、会員企業の事業のご繁栄を
祈念申し上げまして、私の着任の挨拶とさせていただ
きます。

　令和元年６月の通常総会に於いて、会長に就任する
事になりました。引き続き２年間会員皆様のご協力ご
支援をいただき、法人会発展の為、そして会員企業の
繁栄に微力ではありますが努力して参ります。よろし
くお願い申し上げます。
　平成25年会長に就任以来、当初に掲げた会員企業数
600社達成目標まで、あと数社の所まで来ました。（６
月末現在596社）必ず役員の皆様、そして会員企業の
皆様のご協力のもと、今期中に達成出来ると確信して
おります。ここ数年10社以上の会員の増加は、組織全
体の強力な協力体制の賜であり、法人会が地域経済を
ささえる原動力である証であります。
　また福利厚生の大型保障制度の推進にあたり、保険
３社に依る会員優遇制度の特典がある各種保険制度の
加入にも多大なるご理解とご協力をいただき、キャン
ペーン期間中に、銅、銅、銀賞を３年連続でいただく
事ができました。皆様方のご協力に心より深く感謝申
し上げます。
　また正しい税知識の向上に努めていただき、税のオ
ピニオンリーダーとして、税務研修会各種講演会の開
催等で高く評価をいただいております。特に社会貢献
活動として、青年部会では小学校の高学年を対象とし
た租税教室を14校に実施し、精力的に活動しています。
将来立派な税への理解がある社会人に成長してくれる
事と確信しております。また女性部会では、税の絵は
がきコンクールや老健施設の訪問等、地域社会に幅広
く貢献しております。その結果会員の増強、税務研修、
福利厚生制度等で他単位会中でも極めて優秀とみとめ
られ、全法連より表彰されました。　
　社会構造の変化と共に、地域社会をとりまく経営環
境もよりさらに厳しくなって来ます。この様な多様性
と変化の時代に、対応出来る経営能力が必要とされま
す。特に次世代の企業を担う若年経営者の皆さんの積
極的な参加が、地域経済にとっても会社経営に大いに
役立つ企業の発展に繋がる事と思います。
　今後とも法人会活動に対し、各段のご理解とご協力
を心よりお願いすると共に、会員企業皆様のご繁栄を
心より祈念申し上げます。
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　公益社団法人に移行して第７回目の通常総会が、６
月６日、「大観荘せなみの湯」を会場に、佐藤村上税
務署長様、高橋村上市長様、外川村上地域振興局長様
ほか多数のご来賓をお迎えして、およそ100名の出席
により開催されました。
　開会あいさつで、今井会長は、会員及び来賓に対し、
当法人会の事業活動に対するご支援、ご協力に感謝の
言葉を申し上げると共に、ここ４年連続で会員が10社
以上の純増を示しており、加入率が県下トップの成績
となっていることを報告しました。また、地方ではま
だまだ厳しい時代の中、会員拡大や保険推進に協力し
ていただいた会員に感謝の言葉を述べられました。

　議事に入り、理事会承認事項の「平成30年度事業報
告」「平成31年度事業計画」「平成31年度収支予算」が
報告されました。
　その後、「平成30年度決算報告」の審議に移り、満
場異議なく原案どおり可決されました。
　引き続き、来賓祝辞、表彰式と移り、優良経理担当
職員表彰として、会長から別記５名の方に表彰状と記
念品が授与されると共に退任役員功労者表彰が２名の
役員に贈呈されました。また、平成30年度の保険推進
員加入促進功労者として３名の推進員に表彰状が送ら
れました。また、税務署長からは、退任する遠山青年
部会長に対し感謝状が贈られました。
　総会終了後、「がんにならない人の法則」と題した、
日本ジャーナリスト協会副会長の松井宏夫氏の講演会
が開かれました。
 　また、懇親会では、来賓、講師も参加して、会員
相互の異業種交流が行
われ、大いに盛り上が
りました。
　なお、総会議案書
は、当法人会のホーム
ページに掲載していま
すので、ご覧願います。

通常総会開催
平成31年度 優良経理担当職員表彰受賞者

退任役員功労者

保険推進員加入促進功労者

受賞者５社５名
石　田　　　紅　　㈱昌隆運輸
石　井　郁　子　　（公財）イヨボヤの里開発公社
金　子　仁　美　　㈱高建
齋　藤　直　久　　村上信用金庫
加　藤　いつ子　　㈱板垣ボーリング
（順不同・敬称略）� おめでとうございます。

大　滝　秀　夫　　㈲大滝小太郎商店（理事）
遠　山　忠　宏　　㈱開成　　　　　（理事）
（順不同・敬称略）� おめでとうございます。

渡　邉　京　子　大同生命保険㈱新潟支社　
鈴　木　博　明　AIG損害保険㈱新潟支店
　　　　　　　　代理店㈱本町保険サービス
宮　﨑　隆　明　アフラック生命保険㈱新潟支社　
　　　　　　　代理店㈱ファミリーライフYOU
（順不同・敬称略）� おめでとうございます。

功労者表彰受賞の栄に輝く
○全法連功労者表彰受賞者
　　理　事　　山　田　俊治郎 氏
○県連功労者表彰受賞者
　　会　長　　今　井　栄　一 氏
� おめでとうございます。
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新規会員企業紹介
（平成30年12月1日～元年７月末現在）（順不同・敬称略）

■㈱エスアールエス（賛助）
� 清野　雄一　　村上

■荒川沿岸土地改良区
� 小川　　巌　　荒川

■㈱三科塗装工業
� 三科　　陽　　村上

■三面沿岸土地改良区
� 丸山　忠夫　　村上

■カミハヤシオオネダ㈱
� 近　　雅芳　　神林

■割烹・食堂いそべ（賛助）
� 磯部　孝行　　荒川

■㈱大観荘� 建部　重貴　　村上
■㈱山富� 小野　和成　　荒川
■㈱ファミリーライフYOU
� 宮﨑　隆明　　村上

■大同生命㈱新潟支社
� 渡会　　元　　村上

青年部会

■大同生命㈱新潟支社
� 布施　康子　　村上

■大同生命㈱新潟支社
� 佐藤　綾子　　村上

女性部会

青年部会・女性部会合同

海浜清掃活動実施
　去る７月13日神林地区「塩谷海岸」を青年部会と女性
部会合同で税務署法人課税部門永吉統括にも参加いただ
き、海浜清掃活動を実施しました。
　昨年は村上地区「あかね色の浜辺親水公園」付近海岸
を行いましたが、今年は神林地区で行いました。
　ゴミは、空き缶、発泡スチロール、洗剤のボトルなど様々
な物が寄りついておりました。
　当日は生憎の雨となり、時間を短くして始めましたが、
始めたら雨がやみ短時間で多くのゴミが集まりました。

　去る５月20日㈪、当支部役員会・総会終了後、同会場
（割烹かねま）にて、税務講話会、研修会（基調講演会）
を実施した。同会には38名が参加、旬の内容に関心の高
さを伺うものであった。はじめの税務講話会では、村上
税務署法人課税部門・統括国税調査官永吉幸夫氏が、10
月から始まる「消費税軽減税率制度」について、新しい
パンフレットを用いて要点を簡潔に説明した。その後地
域の課題や計画等について、村上市荒川支所長・小川剛
氏、産業建設課長・渡辺修氏が基調講演をパワーポイン
トを使いながら行った。最初に小川支所長が「村上市に
おける少子高齢化問題と対応課題」、及び「荒川パーキン
グを活用した地域活性化の取組み」について講演し、人
口問題が及ぼす市政への影響と対応施策、村上市の南の
玄関口としてのＰＡの在り方等について説明した。続い
て渡辺課長が「都市計画道路の整備状況及び今後の施策」
について講演を行い、事業認可・計画実行中である「都
市計画道路南中央線・東大通り線」の整備状況や完成後
の地域の姿について説明した。
　何れも身近なテーマであり、参加者は熱心に傾聴・質
疑し、あっという間の75分であった。

 【村上法人会 荒川支部活動のご紹介】

去る5月20日（月）、当支部役員会・総会終了後、同会場（割烹かねま）にて、税務

  講話会、研修会（基調講演会）を実施した。同会には38名が参加、旬の内容に関心

  の高さを伺うものであった。はじめの税務講話会では、村上税務署法人課税部門・

  統括国税調査官 永吉幸夫氏が、10月から始まる「消費税軽減税率制度」について、

  新しいパンフレットを用いて要点を簡潔に説明した。その後地域の課題や計画等に

  ついて、村上市荒川支所長・小川 剛氏、産業建設課長・渡辺 修氏が基調講演を
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  化問題と対応課題」、及び「荒川パーキングを活用した地域活性化の取組み」につい

  て講演し、人口問題が及ぼす市政への影響と対応施策、村上市の南の玄関口として

  のＰＡの在り方等について説明した。続いて渡辺課長が「都市計画道路の整備状況

  及び今後の施策」について講演を行い、事業認可・計画実行中である「都市計画道

  路南中央線・東大通り線」の整備状況や完成後の地域の姿について説明した。

何れも身近なテーマであり、参加者は熱心に傾聴・質疑し、あっという間の75分で

  あった。

支部の動き 荒川支部

「地域の活性化」 を研修

平成31年度	 e-Tax推進表彰受賞
� 村上法人会
平成31年度	 大型保障制度推進表彰受賞
� 銀賞　村上法人会

e-Tax表彰　代表受領

　当法人会では、10年連続でTax推進表彰を受賞す
ると共に大型保障制度推進表彰は昨年の銅賞から銀
賞を受賞することができました。これも偏に会員皆
様のご協力のお陰と感謝いたします。ありがとうご
ざいました。

県連総会時に二賞受賞
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役職名 氏　 名 法 人 名 支部名
会　長 今　井　栄　一 ㈱大進建設 村 上
副会長 三　原　　　栄 ㈲三栄農産 関 川
同 佐　藤　　　巧 新潟巧測㈱ 荒 川
同 大　島　康　司 ㈱大島組 神 林
同 大　滝　愼　一 村上信用金庫 村 上
同 村　山　　　智 大洋酒造㈱ 村 上
同 渋　谷　　　浩 渋谷建設㈱ 朝 日
同 板　垣　正　徳 ㈱板垣ボーリング 山 北
理　事 佐　藤　勝　利 ㈱ヤマサ商事 関 川
同 渡　邉　英　一 荒川タクシー㈱ 関 川
同 山　田　俊治郎 ㈲やまたき 荒 川
同 渡　辺　信　夫 渡辺鉄工㈱ 荒 川
同 貝　沼　和　美 ㈱日建運輸 荒 川

役職名 氏�名 法�人�名 支部名
部 会 長 東　　 圭 一 ㈲小泉屋 関 川
副部会長 津 島 健 二 ㈱高建 村 上
同 今 井 伸 一 ㈱大進建設 村 上
同 渡 辺　　 健 ㈲三栄農産 関 川

理 事 須 貝 圭 介 ㈱SHK 関 川
同 三 田 敏 志 ㈲夢ファームあらかわ 荒 川
同 小 野 和 成 ㈱山富 荒 川
同 中 原 大 輔 北越瓦工業㈱ 神 林
同 横 山　　 誠 ㈲北部衛生社 村 上
同 服 部　　 滋 旭電工㈱ 村 上
同 高　橋　喜代栄 ㈱加藤組 村 上
同 本 間 武 志 北越運送㈱ 村 上
同 志 田　　 豊 ㈱斎藤工業 朝 日
同 富 樫 正 樹 ㈲メディア 山 北

監 事 齋 藤　　 彰 ㈱ホテル汐美荘 村 上
同 小野寺　秀　樹 ㈱村電テクニカルサービス 村 上

（平成31年４月17日選任）～敬称略～

役職名 氏�名 法�人�名 支部名
部 会 長 岩　間　美　果 富樫建設工業㈱ 村 上
副部会長 佐　藤　美代子 マルト鮮魚㈱ 村 上
同 木　村　智　子 ㈲増田製畳 神 林

理 事 伊　藤　久　恵 伊藤工業㈱ 関 川
同 高　橋　富　美 ㈲関川自動車 関 川
同 山　 田　 洋　 子 ヤマダホーム㈱ 荒 川
同 山　田　マ　キ ㈱新潟第一アイビー化粧品 荒 川
同 鈴　木　たけ子 ㈱ダスキン鈴木 村 上
同 前　沢　範　子 ㈲大和屋旅館 村 上
同 山ノ井　まみ子 ㈱ヤマノイ 村 上
同 大　田　公　子 ㈱大田電気 朝 日
同 横　井　亜津子 ㈱丸橋 朝 日
同 大　滝　　　節 ㈲大滝小太郎商店 山 北
同 齋　藤　すみ子 ㈱又助組 山 北

監 事 山　貝　世津子 ㈱新多久 村 上
同 板　垣　光　子 ㈲新潟基礎 村 上

顧 問 竹　内　伊津子 ㈲千渡里 村 上
同 大　滝　八重子 大滝自動車工業㈱ 村 上

（平成31年４月17日選任）～敬称略～
なお、顧問については、女性部会規約第6条に規定する役員ではあ
りません。必要の都度協力をお願いするものです。

役職名 氏　 名 法 人 名 支部名
同 板　垣　一　夫 北越瓦工業㈱ 神 林
同 木　村　友　紀 ㈱木村組 神 林
同 尾　崎　克　博 ㈱大観荘 村 上
同 伴　田　　　宏 ㈱又　上 村 上
同 小　田　佐千栄 ㈱加藤組 村 上
同 本　間　　　敦 ㈱横井組 朝 日
同 丹　　　大　輔 ㈱丸橋 朝 日
同 本　間　義　人 府屋自動車工業㈱ 山 北
同 松　山　晴　久 ㈱松山組 山 北
同 東　　　圭　一 ㈲小泉屋 青年部会
同 岩　間　美　果 富樫建設工業㈱ 女性部会
監　事 佐　藤　元　平 ユニウッド㈱ 村 上
同 渡　邉　　　明 ㈱わら竹 村 上

（令和元年６月６日選任）～敬称略～　

公益社団法人村上法人会役員名簿

村上税務署職員の定期異動 令和元年７月10日付
（敬称略）

新　所　属 氏　名 旧　所　属
課･部門 職 名 局･署 課･部門 職 名

税務署長 佐藤　光男 浦和署 副署長
総務課 総務課長 佐々木昭夫 局（前橋派遣）

総 務 課 納税者支援調整官
総務課 総務係長 原　　孝介 村上署 法人課税部門 国税調査官
総務課 事務官 小古瀬皐太 朝霞署 個人課税第二部門 事務官
個人課税部門 統括国税調査官 柿田　正之 巻 署 個人課税第二部門 統括国税調査官
個人課税部門 上席国税調査官 増井　欽一 新潟署 特別国税調査官付（総合担当） 上席国税調査官
法人課税部門 上席国税調査官 中村　博幸 新潟署 特別国税調査官付（法人担当） 上席国税調査官
法人課税部門 国税調査官 高田　千春 長岡署 酒類指導官付 国税調査官

旧　所　属 氏　名 新　所　属
課･部門 職 名 局･署 課･部門 職 名

税務署長 佐藤　弘幸 仙 台 局 厚生課長
総務課 総務課長 丸山　　博 長 岡 署 総務課 総務課長
総務課 総務係長 渡邉　由佳 局　課税第一部 資産課税課 国税実査官
総務課 主任 田川　洋一 新 潟 署 法人課税第三部門 国税調査官
個人課税部門 統括国税調査官 福島　正幸 伊勢崎署 個人課税第一部門 統括国税調査官
個人課税部門 上席国税調査官 阿部　淳一 新 潟 署 個人課税第三部門 上席国税調査官
法人課税部門 上席国税調査官 馬場　泰幸 新 潟 署 法人課税第一部門 上席国税調査官
法人課税部門 国税調査官 原　　孝介 村 上 署 総務課 総務係長

転入者 転出者

公益社団法人村上法人会青年部会役員名簿 公益社団法人村上法人会女性部会役員名簿



　㈲たてこしでは、米・野菜・大豆等の生産、販売及
び、農作業の作業受託を行っております。前身は、農
作業の受託事業や、米の生産調整政策による転作作物
の集団化生産に取り組む任意組織でしたが、平成18年
に株主３名で法人化し、現在に至ります。前代表は私
の父親が務めてまいりましたが、平成25年に事業承継
し、私が務めるようになり７期目に入りました。財務
会計・税務など、日々学習に追われる毎日です。
　数年来、農業分野は急速な速さで発展しています。
ＧＰＳを利用した産業用ドローン、無人走行トラク
ターなど、ＩＣＴ（情報通信技術）の活用によるスマー
ト農業が今後の主役になりつつあります。圃場の記録
もデータ管理され、作業の効率化・正確化が進むにつ
れ、IoT技術の進歩に取り残されないよう努めています。
　私が日頃から心掛けている事の一つが
　　「感動マネジメント」　です。
お客様が私どもの商品を「美味しい」と思って下さる
のも「感動」
従業員が責任と権限を持ち、仕事が楽しいと思える「充
実感」も「感動」
与えられた職務を完遂できた時の「達成感」　これも
「感動」です。
こうした小さな「感動」を、事業に関わる全ての方々
に提供し、働きやすい職場環境を整備する事が、感動

をマネジメントする事だと思っています。
　また、常々思っているのが、農業を子供たちが目標
とする職業にすることです。前段にも述べましたが、
技術開発が進み、生産現場は以前のイメージとは全く
異なる現状です。消費量減少、気象変動、ＴＰＰ等々
…問題は多々ありますが、私達の働く姿を見せること
が、次代の若者たちの目標の呼び水になればと、毎日
楽しく、生き生き、小さな「感動」を味わっています。
　これからも、地域とお客様に愛される企業であるた
め、また、次の世代にしっかりとした基盤で襷を手渡
すため、精励恪勤の心を忘れず、日々取り組んでまい
ります。

令和元年８月法　人　会　だ　よ　り第61号（ 6 ）

企業訪問 【会社の概要】
●代 表 者　代表取締役 船山　一広
●法人設立　平成18年４月３日
●資 本 金　330万円
●従 業 員　９名
●事業内容　農業経営　農作業の代行・受託
●住　　所　〒958-0268
　　　　　　村上市小川1045-１　TEL/FAX 0254-52-1358
　　　　　　E-mail funayama756@yahoo.co.jp
　　　　　　営業所　〒958-0268 村上市小川字大坪1519
　　　　　　　　　　TEL 0254-75-5539　FAX 0254-75-5540

有限会社 たてこし

代表取締役　船山　一広

ドローンで農薬散布中

特別栽培米ほ場事務所及び乾燥施設



令和元年８月 法　人　会　だ　よ　り 第61号（ 7 ）

円（税込）

円（税込）
引越料金（１台）

走行距離
20kmの場合
（2時間以内）

走行距離
50kmの場合

13,500
19,980

学生さん、単身赴任、ＯＬさんなど 一人暮らしに最適 日、祭日
でもＯＫ

岩船郡関川村大島1071

0120ｰ803887

ホームページ
http://www.ni-hikkoshi.jp/

E-mailにて無料お見積もり致します。
E-mail：ootaki@ni-hikkoshi.jp

ヤマサ運輸 検 索

☆☆建設機械・重量物運搬のことは
� お気軽にご連絡下さい☆☆

株式会社 日建運輸
代表取締役　高橋 三郎

〒959-3121 村上市佐々木843番地２

☆私達はサービスの行き届く運送会社を目指します！

TEL （0254） 62-5408　FAX 62-5688
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平成30年度正味財産増減計算書　平成30年４月１日から平成31年３月31日まで

㈱ 神 林 建 設
代表取締役　松 井 雅 之

〒959-3407 新潟県村上市殿岡1114
Ｔ Ｅ Ｌ （0254）６ ６－６９５８㈹
ＦＡＸ （0254）６ ６－５９７５　
E - m a i l   k a m i k e n @ j w j w j . j p

単位：円
科　　　　目 当年度 前年度 増減 備　　考

Ⅰ　　一般正味財産増減の部
　１．経常増減の部
　（１）経常収益
　基本財産運用益 500 500 0
　　基本財産受取利息 500 500 0 基本財産利息収入
　特定資産運用益 5 5 0
　　特定資産受取利息 5 5 0 特定積立金利息収入
　受取会費 4,971,500 4,884,500 87,000
　　正会員受取会費 4,922,000 4,845,500 76,500 一般会費収入
　　賛助会員受取会費 49,500 39,000 10,500
　事業収益 2,651,400 2,436,000 215,400
　　会員親睦事業収益 1,889,400 1,680,000 209,400 懇親会等会費収入
　　青年・女性部会事業収益 612,000 606,000 6,000 青年・女性部会会費収入
　　広報事業収益 150,000 150,000 0 会報広告料収入
　受取補助金等 5,039,900 4,904,900 135,000
　　受取全法連助成金振替額 3,635,900 3,560,900 75,000 全法連助成金(A)
　　受取全法連助成金 150,000 150,000 0 全法連助成金(Ｂ)
　　受取全法連補助金 134,000 124,000 10,000 全法連補助金(Ｂ)会員増強支援
　　受取県連補助金 1,120,000 1,070,000 50,000 県連補助金(Ｂ)
　雑収益 803,236 837,790 △ 34,554
　　受取利息 32 31 1 受取利息収入
　　雑収益 803,204 837,759 △ 34,555 雑収入
　経常収益計（A） 13,466,541 13,063,695 402,846
　（２）経常費用
　事業費 11,511,253 10,815,286 695,967
　（税に関する研修会事業） 249,474 244,209 5,265
　　会場費 120,367 122,071 △ 1,704
　　資料費 6,825 1,284 5,541
　　諸謝金 0 0 0
　　印刷製本費 6,825 18,156 △ 11,331
　　委託費 58,320 58,320 0
　　消耗品費 31,389 23,051 8,338
　　通信運搬費 25,748 14,127 11,621
　　委員会費 0 7,200 △ 7,200
　（税法税務に関する教材作成配布事業） 37,966 56,670 △ 18,704
　　資料費 0 0 0
　　通信運搬費 37,966 56,670 △ 18,704
　（租税教育事業） 251,218 161,370 89,848
　　会場費 3,900 2,800 1,100
　　印刷製本費 41,310 57,180 △ 15,870
　　通信運搬費 27,070 1,440 25,630
　　消耗品費 135,443 80,820 54,623
　　支払負担金 31,000 7,000 24,000
　　委員会費 12,495 12,130 365
　（税の広報事業） 303,568 272,566 31,002
　　会場費 0 0 0
　　印刷製本費 16,200 16,200 0
　　委託費 30,900 30,900 0
　　新聞掲載費 55,400 55,400 0
　　通信運搬費 43,240 25,583 17,657
　　消耗品費 61,778 49,943 11,835
　　支払負担金 85,000 85,000 0
　　委員会費 11,050 9,540 1,510
　（会報発行事業） 439,839 417,567 22,272
　　会報作成費 348,516 354,996 △ 6,480
　　通信運搬費 91,323 62,571 28,752
　（税制改正提言事業） 5,650 10,337 △ 4,687
　　調査研究費 5,650 10,337 △ 4,687
　　委員会費 0 0 0
　（地域社会経営支援研修事業） 439,475 298,077 141,398
　　会場費 68,657 93,581 △ 24,924
　　資料費 6,826 3,000 3,826
　　諸謝金 271,251 89,000 182,251
　　委託費 58,320 58,320 0
　　支払負担金 8,000 31,000 △ 23,000
　　印刷製本費 6,826 2,533 4,293
　　通信運搬費 19,595 20,643 △ 1,048
　（地域社会の経済経営に関する教材作成配布事業） 74,520 0 74,520
　　資料費 74,520 0 74,520
　　通信運搬費 0 0 0
　（地域社会貢献活動事業） 367,976 181,608 186,368
　　会場費 42,650 54,451 △ 11,801
　　通信運搬費 164 905 △ 741
　　消耗品費 90,539 40,668 49,871
　　諸謝金 209,623 70,293 139,330
　　印刷製本費 3,000 7,191 △ 4,191
　　委員会費 22,000 8,100 13,900

単位：円
科　　　　目 当年度 前年度 増減 備　　考

　（会員支援事業） 38,081 27,613 10,468
　　会員表彰事業費 27,696 22,808 4,888
　　委員会費 10,385 4,805 5,580
　（組織基盤強化のための支援事業） 293,693 261,984 31,709
　　会員増強推進費 282,908 244,484 38,424
　　通信運搬費 0 0 0
　　委員会費 10,785 17,500 △ 6,715
　（会員交流事業） 2,039,305 1,810,132 229,173
　　会員交流費 2,039,305 1,810,132 229,173
　（会員の福利厚生制度推進に関する事業） 105,969 79,330 26,639
　　福利厚生事業費 80,304 61,830 18,474
　　委員会費 25,665 17,500 8,165
　（管理費のうち事業費配賦額） 6,864,519 6,993,823 △ 129,304
　　給料手当 4,877,724 4,822,691 55,033
　　福利厚生費 1,157,864 1,102,406 55,458
　　旅費交通費 332,098 445,863 △ 113,765
　　通信運搬費 131,495 173,461 △ 41,966
　　消耗什器備品費 0 0 0
　　消耗品費 62,781 117,945 △ 55,164
　　印刷製本費 4,133 6,703 △ 2,570
　　賃借料 261,000 258,000 3,000
　　租税公課 348 344 4
　　支払負担金 0 0 0
　　支払手数料 35,771 65,636 △ 29,865
　　雑費 1,305 774 531
　管理費 2,022,615 1,933,038 89,577
　　給料手当 728,856 785,089 △ 56,233
　　福利厚生費 173,013 179,461 △ 6,448
　　渉外慶弔費 158,729 10,000 148,729
　　表彰費 0 17,010 △ 17,010
　　会議費 481,755 412,599 69,156
　　　総会費 258,578 237,471 21,107
　　　役員会費 199,512 139,468 60,044
　　　その他会議費 23,000 30,675 △ 7,675
　　　委員会費 665 4,985 △ 4,320
　　旅費交通費 49,624 72,582 △ 22,958
　　通信運搬費 19,649 28,237 △ 8,588
　　消耗什器備品費 0 0 0
　　消耗品費 9,380 19,200 △ 9,820
　　印刷製本費 617 1,092 △ 475
　　賃借料 39,000 42,000 △ 3,000
　　事務委託費 250,000 250,000 0
　　租税公課 52 56 △ 4
　　諸会費 106,400 104,900 1,500 県連会費他
　　支払負担金 0 0 0
　　支払寄付金 0 0 0
　　支払手数料 5,345 10,686 △ 5,341
　　雑費 195 126 69
　経常費用計（B） 13,533,868 12,748,324 785,544
　当期経常増減額（A-B) △ 67,327 315,371 △ 382,698

　２．経常外増減の部
　（１）経常外収益
　　固定資産売却益
　　固定資産受増益
　　経常外収益計 0 0 0
　（２）経常外費用
　　固定資産売却損
　　固定資産除却損
　　災害損失
　経常外費用計 0 0 0
　　当期経常外増減額 0 0 0
　　税引前当期一般正味財産増減額 △ 67,327 315,371 △ 382,698
　　法人税、法人県民税、法人市民税 0 0 0
　　当期一般正味財産増減額 △ 67,327 315,371 △ 382,698
　　一般正味財産期首残高 7,372,039 7,056,668 315,371
　　一般正味財産期末残高 7,304,712 7,372,039 △ 67,327
Ⅱ　指定正味財産増減の部
　受取補助金等 3,635,900 3,560,900 75,000
　受取全法連助成金 3,635,900 3,560,900 75,000
　一般正味財産への振替額 △ 3,635,900 △ 3,560,900 △ 75,000
　　一般正味財産への振替額 △ 3,635,900 △ 3,560,900 △ 75,000
　当期指定正味財産増減額 0 0 0
　指定正味財産期首残高 0 0 0
　指定正味財産期末残高 0 0 0
Ⅲ　正味財産期末残高 7,304,712 7,372,039 △ 67,327



令和元年８月 法　人　会　だ　よ　り 第61号（ 9 ）

平成31年度収支予算書（損益計算ベース）平成31年４月１日から令和２年３月31日まで
単位：円

科　　　　目 当年度 前年度 増減 備　　考
Ⅰ　一般正味財産増減の部
　１．経常増減の部
　（１）経常収益
　基本財産運用益 500 400 100
　　基本財産受取利息 500 400 100 基本財産利息収入
　特定資産運用益 5 5 0
　　特定資産受取利息 5 5 0 特定積立金利息収入
　受取会費 4,945,000 4,900,000 45,000
　　正会員受取会費 4,900,000 4,867,000 33,000 一般会費収入
　　賛助会員受取会費 45,000 33,000 12,000
　事業収益 2,292,000 2,250,000 42,000
　　会員親睦事業収益 1,500,000 1,500,000 0 懇親会等会費収入
　　青年・女性部会事業収益 642,000 600,000 42,000 青年・女性部会会費収入
　　広報事業収益 150,000 150,000 0 会報広告料収入
　受取補助金 5,289,900 4,905,900 384,000
　　受取全法連助成金振替額（A） 3,779,900 3,635,900 144,000 全法連助成金（Ａ）
　　受取全法連助成金（B） 350,000 150,000 200,000 全法連助成金（Ｂ）
　　受取県連補助金（B） 1,160,000 1,120,000 40,000 県連補助金（Ｂ）
　雑収益 210,050 210,050 0
　　受取利息 50 50 0 受取利息収入
　　雑収益 210,000 210,000 0 雑収入
　経常収益計（A） 12,737,455 12,266,355 471,100
　（２）経常費用
　事業費 10,696,760 10,316,360 380,400
　（税に関する研修会事業） 199,320 171,320 28,000
　　会場費 70,000 50,000 20,000
　　資料費 3,000 5,000 △ 2,000
　　諸謝金 10,000 20,000 △ 10,000
　　印刷製本費 18,000 15,000 3,000
　　委託費 58,320 58,320 0
　　消耗品費 20,000 10,000 10,000
　　通信運搬費 15,000 10,000 5,000
　　委員会費 5,000 3,000 2,000
　（税法税務に関する教材作成配布事業） 26,000 26,000 0
　　資料費 1,000 1,000 0
　　通信運搬費 25,000 25,000 0
　（租税教育事業） 192,000 161,000 31,000
　　会場費 3,000 2,000 1,000
　　印刷製本費 55,000 55,000 0
　　通信運搬費 2,000 2,000 0
　　消耗品費 88,000 85,000 3,000
　　支払負担金 31,000 7,000 24,000
　　委員会費 13,000 10,000 3,000
　（税の広報事業） 234,300 210,300 24,000
　　会場費 3,000 3,000 0
　　印刷製本費 15,000 10,000 5,000
　　委託費 30,900 30,900 0
　　新聞掲載費 55,400 55,400 0
　　通信運搬費 15,000 15,000 0
　　消耗品費 25,000 10,000 15,000
　　支払負担金 85,000 85,000 0
　　委員会費 5,000 1,000 4,000
　（会報発行事業） 400,000 410,000 △ 10,000
　　会報作成費 335,000 335,000 0
　　通信運搬費 65,000 75,000 △ 10,000
　（税制改正提言事業） 11,000 10,000 1,000
　　調査研究費 10,000 9,000 1,000
　　委員会費 1,000 1,000 0
　（地域社会経営支援研修事業） 249,320 224,320 25,000
　　会場費 70,000 50,000 20,000
　　資料費 3,000 3,000 0
　　諸謝金 85,000 80,000 5,000
　　委託費 58,320 58,320 0
　　支払負担金 20,000 20,000 0
　　印刷製本費 3,000 3,000 0
　　通信運搬費 10,000 10,000 0
　（地域社会の経済経営に関する教材作成配布事業） 17,000 17,000 0
　　資料費 2,000 2,000 0
　　通信運搬費 15,000 15,000 0
　（地域社会貢献活動事業） 206,000 181,000 25,000
　　会場費 50,000 30,000 20,000
　　通信運搬費 3,000 3,000 0
　　消耗品費 40,000 40,000 0
　　諸謝金 100,000 100,000 0
　　印刷製本費 5,000 5,000 0

単位：円
科　　　　目 当年度 前年度 増減 備　　考

　　委員会費 8,000 3,000 5,000
　（組織基盤強化のための支援事業） 320,000 320,000 0
　　会員増強推進費 300,000 300,000 0
　　通信運搬費 5,000 5,000 0
　　委員会費 15,000 15,000 0
　（会員支援事業） 40,000 40,000 0
　　会員表彰事業費 35,000 35,000 0
　　委員会費 5,000 5,000 0
　（会員交流事業） 1,600,000 1,570,000 30,000
　　会員交流費 1,600,000 1,570,000 30,000
　（会員の福利厚生制度推進に関する事業） 75,000 55,000 20,000
　　福利厚生事業費 60,000 50,000 10,000
　　委員会費 15,000 5,000 10,000
　（管理費のうち事業費配賦額） 7,126,820 6,920,420 206,400
　　給料手当 4,868,460 4,868,460 0
　　福利厚生費 1,075,000 1,075,000 0
　　旅費交通費 516,000 387,000 129,000
　　通信運搬費 163,400 137,600 25,800
　　消耗什器備品費 43,000 43,000 0
　　消耗品費 103,200 77,400 25,800
　　印刷製本費 25,800 25,800 0
　　賃借料 258,000 258,000 0
　　租税公課 860 860 0
　　支払手数料 68,800 43,000 25,800
　　雑費 4,300 4,300 0
　管理費 2,008,380 1,925,980 82,400
　　給料手当 792,540 792,540 0
　　福利厚生費 175,000 175,000 0
　　渉外慶弔費 50,000 50,000 0
　　表彰費 50,000 20,000 30,000
　　会議費 390,000 373,000 17,000
　　　総会費 250,000 250,000 0
　　　役員会費 100,000 85,000 15,000
　　　その他会議費 35,000 35,000 0
　　　委員会 5,000 3,000 2,000
　　旅費交通費 84,000 63,000 21,000
　　通信運搬費 26,600 22,400 4,200
　　消耗什器備品費 7,000 7,000 0
　　消耗品費 16,800 12,600 4,200
　　印刷製本費 4,200 4,200 0
　　賃借料 42,000 42,000 0
　　事務委託費 250,000 250,000 0
　　租税公課 140 140 0
　　諸会費 108,200 106,400 1,800 県連会費他
　　支払手数料 11,200 7,000 4,200
　　雑費 700 700 0
　経常費用計（B） 12,705,140 12,242,340 462,800
　当期経常増減額（A-B) 32,315 24,015 8,300

　２．経常外増減の部
　（１）経常外収益
　　固定資産売却益
　　固定資産受増益
　経常外収益計 0 0 0
　（２）経常外費用
　　固定資産売却損
　　固定資産除却損
　　災害損失
　経常外費用計 0 0 0
　　当期経常外増減額 0 0 0
　　税引前当期一般正味財産増減額 32,315 24,015 8,300
　　法人税、法人県民税、法人市民税 0 0 0
　　当期一般正味財産増減額 32,315 24,015 8,300
　　一般正味財産期首残高 7,304,712 7,280,697 24,015
　　一般正味財産期末残高 7,337,027 7,304,712 32,315
Ⅱ　指定正味財産増減の部
　　受取補助金等 3,779,900 3,635,900 144,000
　　　受取全法連助成金 3,779,900 3,635,900 144,000
　　一般正味財産への振替額 △ 3,779,900 △ 3,635,900 △ 144,000
　　　一般正味財産への振替額 △ 3,779,900 △ 3,635,900 △ 144,000
　　当期指定正味財産増減額 0 0 0
　　指定正味財産期首残高 0 0 0
　　指定正味財産期末残高 0 0 0
Ⅲ　正味財産期末残高 7,337,027 7,304,712 32,315

本・文具・看板作成・チラシ印刷等

TEL（0254）７７ー３８５０
有限会社 メディア
自宅葬･寺院葬･ホール葬･法事･仏具全般のことなら

TEL（0254）７７ー４４８８（24時間対応）

セレモニーホール 日 本 海代表取締役　横井 昌平

物産会館･食堂･まほろば温泉
宿泊施設･きれい館･直売所
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公益社団法人 村上法人会 支部別会員名簿

（令和元年７月末日現在）

関
川
支
部

荒川タクシー㈱
㈱石山建設
㈲石山測量設計事務所
伊藤工業㈱
㈲上野新農業センター
㈱SHK
下越生コン建設㈱
㈲加賀屋電気

（農）上関ふぁーむ
㈲小泉屋
㈾寿荘
㈱サトウ
㈲三栄農産

㈱ジャパンインテリアシステムズ
㈲須貝工務店
㈲須貝電器
鈴木土建㈱
㈲鈴盛牧場
㈲関川自動車
関川村森林組合

（公財）関川村自然環境管理公社
関川村商業㈿
㈱大藤組
高瀬温泉㈱
㈲鷹の巣館
㈲高橋建材

㈲たかゆう
㈱丈越
㈱鶴岡屋
㈲ティーエヌ
㈱中倉興業
㈲農微
㈱ハウジングワーク本田
㈲又作商店
㈱松田輪業
㈱丸勝建設
㈲丸重商店
㈱丸徳建設
㈱丸弥組

㈱未来カンパニー
村上信用金庫 関川支店
㈲山口ファーム
㈱ヤマサ商事
㈲山田塗装
㈲湯沢塗装
㈱わかぶな高原
㈱渡辺組
㈾渡辺塗装店
㈱渡辺燃料

今回は関川支部、荒川支部、神林支部、朝日支部、山北支部のみ掲載です。
（会員名簿掲載で不都合な方は事務局まで）

荒
川
支
部

㈱あおぞら
荒川運送㈱
荒川衛生解体工業㈲
荒川沿岸土地改良区
㈲荒川住宅設備
㈲荒川溶接工業
㈲伊藤自動車整備工場
㈲井上企画
㈲内山写真館
㈲下越介護サービス
㈲角中
割烹・食堂 いそべ
㈱金子工務店
㈲カネニシ工業
㈲かねま鮮魚
北日本有機㈱

（宗）金蔵寺
㈱小泉鋼業所
㈱公衛社
光洋電波㈱
㈲小島屋
㈾小林醤油店
㈲近藤建設
㈲近藤建築工務

㈲斉藤勇石材店
（宗）西法寺
酒井電機工業㈱
㈾坂町重機工業
坂町タクシー㈱
㈲坂町薬局
坂町窯業㈱
㈲佐久間組
㈲佐藤商事
㈱サンプラス下越
㈱サンロック荒川
寺社建材㈱
㈱シバ興産
㈲鈴木業務所
㈲セーフティステーション
㈱第四銀行 坂町支店
㈲田村書店
中央建設㈱
㈱鶴岡屋

（宗）東岸寺
東洋管機㈱
(医)社団遠山医院
㈱遠山組
㈲遠山建設

㈲遠山造園
新潟県信用組合荒川町支店
新潟巧測㈱
㈱新潟第一アイビー化粧品
新潟大和㈱
㈱日建運輸
㈱日建重機
㈱日建商事
㈱日本海コンピュータシステム
㈱日本建機
㈱長谷川電気工業所
㈲羽田燃料店
㈲花立屋
㈲花のひらの
㈲ひかりオート
㈱ひだまり農産
(同）ビビット・P
㈲平田商会
㈲フォレストサーベイ
藤観光タクシー㈱
㈲北越モーター
北斗測量調査㈱
北陸建設㈱
㈱マツウラセイキ

（農）松沢果樹組合
まるこう食品㈱
㈲三ツ葵工業
㈱三津和
村上信用金庫 荒川支店
㈱村上トラベルサービス
㈾八百市商店
㈲八百健
㈲山口鉄工所
㈲やまたき
㈲山田コーポレーション
ヤマダホーム㈱
㈱山富
㈲夢ファームあらかわ
㈱横山商店
㈲緑環
㈱ルミナスジャパン
㈱ワイテム
㈲渡幸
渡辺鉄工㈱
㈱渡部製作所
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山
北
支
部

(医)青木医院
㈲アンプランニング
㈱板垣組
㈱板垣ボーリング
岩佐木材㈲
㈲江口保険
㈱エメニクス
㈲大滝小太郎商店
㈲大滝食品
大滝林業㈱
㈲大滝輪店
㈱カエツハウス工業
寒川運送㈱
㈲笹川流れ観光汽船
㈱佐藤工業
㈲佐藤石材店

三桂興産㈱ 新潟工場
三桂精機㈱ 新潟工場
㈲山北衛生社
山北開発㈲
さんぽく体験交流㈽
山北タクシー㈱
山北生コン㈲
さんぽく生業の里㈽
昭和運送㈱
㈱新光
菅原アパート
第四銀行 山北支店
高橋工業㈱
㈲トガシ住建
㈱富樫設備
富樫 満恵

富樫木材㈲
㈲中浜観光物産
㈲中俣缶詰
新潟漁業㈿ 山北支所
新潟三桂㈱
㈲日昭製作所
㈱日本海サービス
平方商事㈲

（同）Farm X8
㈱フタバ
府屋自動車工業㈱
府屋主食配給㈽
㈲本間商事
㈱又助組
㈲松本組
㈱松山組

㈱マルイチ
㈱マルカ工業
㈱丸勝瓦
㈱丸久建築
㈲みつば
村上信用金庫 府屋支店
村上市森林組合
㈱村文建設
㈲メディア
㈱山正鮮魚
㈲ヤマジョウ本間商店
㈱ライフサポート総合保険
㈱渡辺鮮魚

神
林
支
部

㈲アイメック
㈱あおぞら農産
㈲阿部林業工務店
㈱石田組
㈲稲垣設備
㈲今宿
㈱インテリア レフ
㈱ＭＫＴ
㈲大倉農園
㈱大島組
㈲小野農機
加藤動物病院
㈲神里産業
カミハヤシオオネダ㈱
㈲神林カントリー農園
㈱神林建設

かみはやし農業㈿
㈱木村組
㈲木村建築
㈲久栄緑化
NPO法人 希楽々
㈱クロス屋 尾方
㈱小池組
㈱コウデン
㈲坂上電気工事
㈲サトー重機
医療法人社団 澤田医院
㈱サンエイ

（同）ジーオリーブ
㈱志清園
㈲昌隆運輸

（農）しらとり

㈱新耕農産
㈱須貝開発
㈱鈴木組
㈲住吉屋

（宗）千眼寺
㈲ディライト
㈲東栄電工
とれたて野菜市かみはやし㈱
㈲ナカムラ自動車整備工場
㈲にいがた人事・労務
新潟ゆうき㈱
㈱野澤高圧瓦工業所
野澤食品工業㈱
㈱ひまわりオート
㈲富士電子
北一電気㈱

北越瓦工業㈱
㈲北越興産
北越生コンクリート㈿
㈲増田製畳
㈲丸実
㈲三浦合成
㈱村上エレテック
㈱村上塗装工業
㈱山﨑農産
㈲山作
㈲やまとのうさん
㈱吉村電工
㈲ライブ北越
㈲ランオート

朝
日
支
部

㈲朝日印刷
㈱朝日工務店
㈲朝日産業食品工業
朝日相互燃料㈱
㈲五十嵐製材所
㈱石光

（宗）医泉寺
㈲板垣工務店
㈲板垣設備
㈱板垣鉄工所
㈱エスケー食品
㈱恵比須商会
㈲大田工事店
㈱大田電気

㈱大場工務店
㈱貝沼農場
㈲共同土建

（宗）金源寺
㈲公衛社
㈲こどもや
㈱斎藤工業
㈱栄建設
(医)佐藤医院
㈲塩野町石油
渋谷建設㈱
㈲新朝開発工業
㈲スエヒロファ－ム
㈲菅井食品

㈲寿し駒
㈱鈴木建具製作所
㈲相馬工業

（宗）大儀寺
㈲高橋組
㈲高橋測量設計事務所
㈱高橋塗装工業所
㈲たてこし
㈲田村製材所
㈲遠山木材
㈱富樫工務所
㈱中嶋木材
㈲ファミリーオートサイトウ
㈱北越測量

㈱本間建設
㈱本間自動車
㈱まほろば
㈱マルイ
㈱丸橋
㈲丸八建設
みおもて農産㈱
㈲みどり農産
村上舗材㈱
㈱柳自動車
㈲ヤマゲン水産
㈱横井組
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AFツール-2018-5406-1907028　11月19日

新潟支社/

TEL 025-228-6226

新潟支店/

TEL 025-223-6231


